
専門家派遣型
（ ㈱日本総合研究所）

共創イ ベン ト 型
（ NECｿﾘｭ ｼーｮﾝｲﾉﾍ゙ ﾀー㈱）

４ 件 ４ 件

― 実施
○　 支援対象団体や関係者と 十分に協議し 、 共創イ ベン ト （ アイ デアソ ン ・ ハッ カ ソ ン ） を 設計。

○　 アイ デアソ ン ・ ハッ カ ソ ン は、 土日１ 泊２ 日での開催を 前提と し 、 テーマに応じ て、 東北以外の全国各
地域での開催が可能。 （ 企画の状況に応じ て、 １ 団体において複数の開催も 検討）

○　 支援対象と なっ た団体は、 平成30年度（ ６ 月～３ 月） の年間取組計画を 策定。
※　 ５ 月までの間に、 支援対象団体において年間取組計画案を 作成し 、 その後事務局と の調整を 経て年間取
組計画を 確定。

○　 支援対象団体は、 共創イ ベン ト で出さ れたアイ デア等について、 速やかにその具現化のための年間取組
計画（ 共創イ ベン ト 実施後～３ 月） を 策定。
※　 共創イ ベン ト 実施後、 支援対象団体において年間取組計画案を 作成し 、 その後事務局と の調整を 経て年
間取組計画を 確定。

○　 策定し た年間取組計画に沿っ て、 各団体のニーズに応じ たき め細かな支援を 実施。

○　 想定さ れる 支援
・ 取組の進捗管理、 課題解決に向けた助言
・ 団体、 住民によ る 課題整理等に向けたワーク ショ ッ プ、 勉強会等の開催支援
・ 地域内外のネッ ト ワーク の構築支援
・ 活用可能な支援制度の紹介や有識者の招へい
・ 専門家の派遣や連携先の紹介等を 想定。
・ 次年度以降の取組の自走化のため体制等の検討

○　 事務局が、 定期的（ ２ 週間に１ 回程度） に支援対象団体を 訪問し 、 進捗状況等について意見交換を 実
施。 また、 取組の進捗に合わせた支援を 実施。

○年間取組計画の内容によ っ て、 支援対象団体のプロ ジェ ク ト に伴走する パート ナー（ 外部専門家等） を
マッ チン グし 、 支援対団体が継続的にプロ ジェ ク ト 活動を 推進でき る よ う 支援を 実施。

○　 想定さ れる 支援
・ 取組の進捗管理、 課題解決に向けた助言
・ ソ リ ュ ーショ ン の知的財産管理に係る 権利設定
・ ソ リ ュ ーショ ン の内容に市場性が認めら れ、 スケールし ていく 可能性がある 場合、 ベン チャ ーキャ ピ タ ル
などの資本提供元の紹介
・ 次年度以降の取組の自走化のため体制等の検討　 等

○　 事務局が、 定期的（ ２ 週間に１ 回程度） に支援対象団体を 訪問（ 状況に応じ てはイ ン タ ーネッ ト 電話
サービ ス等を 使用） し 、 進捗状況等について意見交換を 実施。 また、 取組の進捗に合わせた支援を 実施。

対象

・ 支援対象団体職員
・ 事務局が連携する 団体等の職員
・ ハン ズオン 支援（ 共創家イ ベン ト 型） の支援対象団体の職員
・ その他自治体やNPO等の団体等の職員　 等

※　 ハン ズオン 支援（ 専門家派遣型） の支援対象団体職員は原則参加

・ 支援対象団体職員
・ 事務局が連携する 団体等の職員
・ ハン ズオン 支援（ 専門家派遣型） の支援対象団体の職員
・ その他自治体やNPO等の団体等の職員

※　 ハン ズオン 支援（ 共創イ ベン ト 型） の支援対象団体職員は原則参加

内容

○　 各支援対象団体の取組や課題の共有などの参加者間の交流を 通し て、 地域課題の解決に取り 組む担い手
によ る “ 共創の環"を 広げる こ と を 目的と し た交流会型研修を 実施

○１ 泊２ 日程度で被災地内の各地で３ 回程度。

○　 各団体自ら が共創型のアイ デアと つながり の創出を 継続的に実施でき る よ う になる こ と を 目的と し た
フ ァ シリ テータ ー育成研修を 実施。

選定基準と 手法
《 共通》

○　 提出のあっ たエン ト リ ーシート と 事務局によ る ヒ アリ ン グの内容を 踏まえ、 特に以下に掲げる 観点から 総合的に支援の必要性を 判断し 、 外部有識者を 中心に構成する 選定委員会が決定。
　 （ 「 取組の内容の新し さ 、 明確さ 」 、 「 多様な主体によ る 連携・ 協働（ コ レ ク ティ ブ・ イ ン パク ト ） 」 、 「 自走・ 持続や発展・ 拡大の可能性」 、 「 事業の推進体制」 ）

事業内容

共創イ ベン ト
の実施

年間取組計画
の策定

ハン ズオン 支援の実
施

研修の実施

採択件数

ハン ズオン 支援区分
（ 事務局）

想定さ れる 取組のテーマ
《 共通》

・  農業、 林業、 漁業等、 一次産業や自然環境と の共存に関する テーマ
・  生産や製造、 研究開発等、 も のづく り や技術振興に関する テーマ
・  観光や文化芸術活動等、 交流人口拡大に関する テーマ
・  子育て、 人材育成、 生涯学習支援等、 教育や学びに関する テーマ
・  生活や交通の利便性向上等、 暮ら し の質向上に関する テーマ
・  地域コ ミ ュ ニティ や防災拠点等の形成に関する テーマ　 等

支援対象

・ 被災地内の自治体
・ 被災地での地域課題の解決に取り 組むNPO
・ その他被災地で地域課題の解決に取り 組む団体（ 複数団体によ る 取組も 可） 等
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